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1. 目的と業務内容 

1.1 目的 

国連気候変動枠組条約（以下「UNFCCC」という。）第 21 回締約国会議（以下「COP21」とい

う。）において、すべての国が参加する公平で実効的な 2020 年以降の枠組みとしてパリ協定が採

択された。我が国は、COP21 に先駆けて、国内の排出削減・吸収量の確保により、2030 年度に

2013 年度比で総排出量を 26％削減することとした「日本の約束草案」を決定しており、これを

踏まえ「地球温暖化対策計画」（平成 28 年５月 13 日閣議決定）が取りまとめられた1。 

家庭部門においては、2030 年度に 2013 年度比で約４割削減する見通しを立てていることから、

効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となっている。 

そのため、家庭部門の CO2排出実態やエネルギー消費実態等の詳細な基礎データを把握するこ

とを目的として、全国 13,000 世帯（調査員調査 6,500 世帯、インターネット・モニター調査（以

下「IM 調査」という）6,500 世帯）を対象とする一般統計等調査「家庭部門の CO2排出実態統計

調査」（平成 28 年 11 月４日付総務省承認）（以下「家庭 CO2統計」という。）を平成 29 年度（2017

年度）から実施している。 

本業務では、家庭 CO2統計の令和４年度調査に関し、調査員調査の準備・実査、結果の分析等

を実施する。 

なお、令和４年度に家庭 CO2統計を実施するためには準備から実査・集計・分析・公表等まで

に約３年間を要することから、本業務は令和３年度～令和５年度の３か年度にかけて行う。今年

度は１年度目の業務で、調査の準備業務を実施する。 

 

1.2 業務内容 

(1) 家庭 CO2統計令和４年度調査（調査員調査）の準備 

家庭 CO2統計の令和４年度調査の調査員調査について、全国 6,500 世帯を対象とし、令和４年

４月から令和５年３月までの１年間、電気・ガス・灯油等の使用量や属性事項等を調査する。 

調査は統計法に基づく政府の一般統計調査として承認を受けた内容に基づき実施する。 

令和３年度は、調査地点の抽出、調査世帯名簿の作成、調査世帯への協力要請、調査票等調査

資材の印刷・配布、回答者負担の軽減等を目的とするインターネットで回答（オンライン回答）

を行う画面の作成等の調査の準備を行う。なお、回収率の向上に向け、調査員調査の調査票の配

布は調査員の訪問により行う等の取り組みを実施する。調査の実施に向けて合理化・効率化の観

点から課題の整理を行い、改善の検討を行うものとする。 

なお、本委託業務の実施に当たっては、統計法及び関係法令等を遵守して実施するとともに、

調査票情報等のデータについては適切に管理を行い、環境省での保管が必要なデータについては

適切な時期に提供する。 

 
1 地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）においては、2050 年カーボンニュートラルの実現ととも

に、2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて
挑戦を続けていくこととされている。 
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(2) 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

統計の利用が期待される主体（地方公共団体、企業、団体、研究者等）に対するヒアリング

（１人当たり２時間、のべ５人程度を想定）を行い、調査事項や集計事項に関する意見の収集等

により、統計調査の活用促進及び改善のためのニーズの把握を行う。 

令和３年３月に「政府統計の総合窓口 e-Stat」で公表した平成 31 年度調査結果を、政府統計

共同利用システム統計情報データベースへ登録を行い、統計利用者の利便性の向上を図る。 

その他、必要に応じて、家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた取り組みを実施する。 
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2. 家庭 CO2統計令和 4 年度調査（調査員調査）の準備 

2.1 調査の準備状況 

 

表 2.1.1 調査員調査準備スケジュール 

 令和 3 年 令和 4 年 
 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
住民基本台帳による抽出  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■           
オンライン回答画面の作成      ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■   
調査物品の準備      ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■    
調査協力依頼状の送付              ■ ■    
調査員への指示集会              ■ ■    
調査員による調査協力依頼               ■ ■ ■ ■ 

 

(1) 住民基本台帳による抽出 

1） 地点抽出 

令和３度調査と同様に、調査世帯数は全国計で 6,500 世帯とし、地方 10 層、都市階級 3 層を設

定した。都市階級の層化には「平成 27 年国勢調査」（総務省統計局）の世帯数を用いた。 

 

【地方の層化】 

・北海道：北海道 

・東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

・関東甲信：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

・北陸：新潟県、富山県、石川県、福井県 

・東海：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

・近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

・中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

・四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

・九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

・沖縄：沖縄県 

【都市階級の層化】 

・都道府県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市 

・人口 5 万人以上の市 

・人口 5 万人未満の市及び町村 

 

なお、実査効率性の観点から 1 調査地点あたりの調査世帯数を 20 世帯と設定し、全国計で 325

地点を設定した。 
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表 2.1.2 地方別都市階級別調査世帯数（住民基本台帳からの選定による調査） 

地方 都市階級① 都市階級② 都市階級③ 合計 
北海道 220(11) 200(10) 140(7) 560(28) 
東北 200(10) 240(12) 160(8) 600(30) 

関東甲信 500(25) 520(26) 80(4) 1,100(55) 
北陸 220(11) 220(11) 120(6) 560(28) 
東海 220(11) 360(18) 80(4) 660(33) 
近畿 300(15) 380(19) 60(3) 740(37) 
中国 200(10) 260(13) 120(6) 580(29) 
四国 220(11) 140(7) 180(9) 540(27) 
九州 300(15) 200(10) 160(8) 660(33) 
沖縄 120(6) 240(12) 140(7) 500(25) 

全国計 2,500(125) 2,760(138) 1,240(62) 6,500(325) 
※ 括弧内の数値は調査地点数を表す。 

 

「平成 27 年国勢調査 小地域集計表」（総務省統計）の町丁目ごとの世帯数から抽出確率を設

定し、30 層ごとに等間隔抽出法を用いて地点抽出を行った。その結果、以下の 325 地点を令和４

年度調査の対象地点として選定した。なお表 2.1.3～表 2.1.5 は、同一市区町村から複数選定され

ている場合、一つの市区町村としているため、297 自治体を掲載している。 
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表 2.1.3 抽出地点（1/3） 

 

 

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名
01101 北海道 札幌市中央区 07201 福島県 福島市
01102 北海道 札幌市北区 07202 福島県 会津若松市
01103 北海道 札幌市東区 07203 福島県 郡山市
01104 北海道 札幌市白石区 07204 福島県 いわき市
01105 北海道 札幌市豊平区 07207 福島県 須賀川市
01106 北海道 札幌市南区 07308 福島県 伊達郡川俣町
01107 北海道 札幌市西区 08203 茨城県 土浦市
01108 北海道 札幌市厚別区 08220 茨城県 つくば市
01110 北海道 札幌市清田区 08230 茨城県 かすみがうら市
01202 北海道 函館市 09201 栃木県 宇都宮市
01203 北海道 小樽市 09203 栃木県 栃木市
01204 北海道 旭川市 10202 群馬県 高崎市
01206 北海道 釧路市 10207 群馬県 館林市
01207 北海道 帯広市 10449 群馬県 利根郡みなかみ町
01208 北海道 北見市 11103 埼玉県 さいたま市大宮区
01213 北海道 苫小牧市 11110 埼玉県 さいたま市岩槻区
01216 北海道 芦別市 11203 埼玉県 川口市
01217 北海道 江別市 11208 埼玉県 所沢市
01228 北海道 深川市 11216 埼玉県 羽生市
01231 北海道 恵庭市 11222 埼玉県 越谷市
01337 北海道 亀田郡七飯町 11230 埼玉県 新座市
01428 北海道 夕張郡長沼町 11239 埼玉県 坂戸市
01545 北海道 斜里郡斜里町 12105 千葉県 千葉市緑区
01631 北海道 河東郡音更町 12203 千葉県 市川市
01665 北海道 川上郡弟子屈町 12206 千葉県 木更津市
02201 青森県 青森市 12211 千葉県 成田市
02202 青森県 弘前市 12217 千葉県 柏市
02203 青森県 八戸市 12222 千葉県 我孫子市
02207 青森県 三沢市 12239 千葉県 大網白里市
02424 青森県 下北郡東通村 13104 東京都 新宿区
03201 岩手県 盛岡市 13106 東京都 台東区
03205 岩手県 花巻市 13108 東京都 江東区
03215 岩手県 奥州市 13110 東京都 目黒区
03302 岩手県 岩手郡葛巻町 13111 東京都 大田区
04101 宮城県 仙台市青葉区 13112 東京都 世田谷区
04102 宮城県 仙台市宮城野区 13114 東京都 中野区
04104 宮城県 仙台市太白区 13115 東京都 杉並区
04105 宮城県 仙台市泉区 13117 東京都 北区
04203 宮城県 塩竈市 13119 東京都 板橋区
04213 宮城県 栗原市 13120 東京都 練馬区
04214 宮城県 東松島市 13122 東京都 葛飾区
04501 宮城県 遠田郡涌谷町 13123 東京都 江戸川区
05201 秋田県 秋田市 13201 東京都 八王子市
05203 秋田県 横手市 13203 東京都 武蔵野市
05363 秋田県 南秋田郡八郎潟町 13208 東京都 調布市
06201 山形県 山形市 13211 東京都 小平市
06202 山形県 米沢市 13220 東京都 東大和市
06323 山形県 西村山郡朝日町 13229 東京都 西東京市
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表 2.1.4 抽出地点（2/3） 

 

 

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名
14102 神奈川県 横浜市神奈川区 22220 静岡県 裾野市
14107 神奈川県 横浜市磯子区 22341 静岡県 駿東郡清水町
14110 神奈川県 横浜市戸塚区 23101 愛知県 名古屋市千種区
14114 神奈川県 横浜市瀬谷区 23104 愛知県 名古屋市西区
14131 神奈川県 川崎市川崎区 23107 愛知県 名古屋市昭和区
14134 神奈川県 川崎市高津区 23110 愛知県 名古屋市中川区
14152 神奈川県 相模原市中央区 23113 愛知県 名古屋市守山区
14204 神奈川県 鎌倉市 23115 愛知県 名古屋市名東区
14207 神奈川県 茅ヶ崎市 23202 愛知県 岡崎市
14215 神奈川県 海老名市 23203 愛知県 一宮市
15102 新潟県 新潟市東区 23205 愛知県 半田市
15103 新潟県 新潟市中央区 23207 愛知県 豊川市
15105 新潟県 新潟市秋葉区 23211 愛知県 豊田市
15107 新潟県 新潟市西区 23212 愛知県 安城市
15202 新潟県 長岡市 23217 愛知県 江南市
15204 新潟県 三条市 23223 愛知県 大府市
15206 新潟県 新発田市 23231 愛知県 田原市
15213 新潟県 燕市 23425 愛知県 海部郡蟹江町
15222 新潟県 上越市 24201 三重県 津市
15223 新潟県 阿賀野市 24202 三重県 四日市市
16201 富山県 富山市 24204 三重県 松阪市
16202 富山県 高岡市 24208 三重県 名張市
16204 富山県 魚津市 24461 三重県 度会郡玉城町
16209 富山県 小矢部市 25201 滋賀県 大津市
16210 富山県 南砺市 25209 滋賀県 甲賀市
17201 石川県 金沢市 25210 滋賀県 野洲市
17203 石川県 小松市 26102 京都府 京都市上京区
17210 石川県 白山市 26108 京都府 京都市右京区
17211 石川県 能美市 26109 京都府 京都市伏見区
18201 福井県 福井市 26204 京都府 宇治市
18202 福井県 敦賀市 27106 大阪府 大阪市西区
18204 福井県 小浜市 27115 大阪府 大阪市東成区
18210 福井県 坂井市 27120 大阪府 大阪市住吉区
18501 福井県 三方上中郡若狭町 27127 大阪府 大阪市北区
19214 山梨県 中央市 27128 大阪府 大阪市中央区
20201 長野県 長野市 27141 大阪府 堺市堺区
20203 長野県 上田市 27146 大阪府 堺市北区
21201 岐阜県 岐阜市 27202 大阪府 岸和田市
21203 岐阜県 高山市 27203 大阪府 豊中市
21212 岐阜県 土岐市 27206 大阪府 泉大津市
21403 岐阜県 揖斐郡大野町 27209 大阪府 守口市
22102 静岡県 静岡市駿河区 27211 大阪府 茨木市
22131 静岡県 浜松市中区 27214 大阪府 富田林市
22134 静岡県 浜松市南区 27218 大阪府 大東市
22203 静岡県 沼津市 27223 大阪府 門真市
22210 静岡県 富士市 27227 大阪府 東大阪市
22212 静岡県 焼津市
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表 2.1.5 抽出地点（3/3） 

 

Code 都道府県名 市区町村名 Code 都道府県名 市区町村名
28101 兵庫県 神戸市東灘区 38213 愛媛県 四国中央市
28109 兵庫県 神戸市北区 38214 愛媛県 西予市
28111 兵庫県 神戸市西区 38488 愛媛県 北宇和郡鬼北町
28201 兵庫県 姫路市 39201 高知県 高知市
28202 兵庫県 尼崎市 39206 高知県 須崎市
28203 兵庫県 明石市 39212 高知県 香美市
28204 兵庫県 西宮市 39428 高知県 幡多郡黒潮町
28210 兵庫県 加古川市 40106 福岡県 北九州市小倉北区
28212 兵庫県 赤穂市 40108 福岡県 北九州市八幡東区
28217 兵庫県 川西市 40131 福岡県 福岡市東区
29201 奈良県 奈良市 40132 福岡県 福岡市博多区
29205 奈良県 橿原市 40133 福岡県 福岡市中央区
29208 奈良県 御所市 40135 福岡県 福岡市西区
30209 和歌山県 岩出市 40137 福岡県 福岡市早良区
31202 鳥取県 米子市 40203 福岡県 久留米市
31328 鳥取県 八頭郡智頭町 40206 福岡県 田川市
32201 島根県 松江市 40210 福岡県 八女市
32203 島根県 出雲市 40219 福岡県 大野城市
32207 島根県 江津市 40230 福岡県 糸島市
33101 岡山県 岡山市北区 40343 福岡県 糟屋郡志免町
33102 岡山県 岡山市中区 40621 福岡県 京都郡苅田町
33104 岡山県 岡山市南区 41201 佐賀県 佐賀市
33202 岡山県 倉敷市 42201 長崎県 長崎市
33208 岡山県 総社市 42202 長崎県 佐世保市
33211 岡山県 備前市 42207 長崎県 平戸市
33606 岡山県 苫田郡鏡野町 43102 熊本県 熊本市東区
34101 広島県 広島市中区 43105 熊本県 熊本市北区
34103 広島県 広島市南区 43202 熊本県 八代市
34104 広島県 広島市西区 43203 熊本県 人吉市
34105 広島県 広島市安佐南区 43216 熊本県 合志市
34108 広島県 広島市佐伯区 43505 熊本県 球磨郡多良木町
34202 広島県 呉市 44201 大分県 大分市
34207 広島県 福山市 44211 大分県 宇佐市
34212 広島県 東広島市 45201 宮崎県 宮崎市
34213 広島県 廿日市市 45206 宮崎県 日向市
34302 広島県 安芸郡府中町 45208 宮崎県 西都市
35201 山口県 下関市 46201 鹿児島県 鹿児島市
35203 山口県 山口市 46218 鹿児島県 霧島市
35206 山口県 防府市 46219 鹿児島県 いちき串木野市
35210 山口県 光市 47201 沖縄県 那覇市
35211 山口県 長門市 47205 沖縄県 宜野湾市
36201 徳島県 徳島市 47208 沖縄県 浦添市
36204 徳島県 阿南市 47209 沖縄県 名護市
36208 徳島県 三好市 47210 沖縄県 糸満市
36403 徳島県 板野郡藍住町 47211 沖縄県 沖縄市
37201 香川県 高松市 47212 沖縄県 豊見城市
37202 香川県 丸亀市 47213 沖縄県 うるま市
37206 香川県 さぬき市 47214 沖縄県 宮古島市
37324 香川県 小豆郡小豆島町 47301 沖縄県 国頭郡国頭村
38201 愛媛県 松山市 47314 沖縄県 国頭郡金武町
38202 愛媛県 今治市 47326 沖縄県 中頭郡北谷町
38203 愛媛県 宇和島市 47328 沖縄県 中頭郡中城村
38204 愛媛県 八幡浜市 47350 沖縄県 島尻郡南風原町
38205 愛媛県 新居浜市 47362 沖縄県 島尻郡八重瀬町
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2） 対象世帯名簿 

1 地点あたり 60 世帯の対象世帯名簿を、対象地点の含まれる市区町村の住民基本台帳を用いて

等間隔抽出法により作成した。その際、選定された対象世帯の世帯主がわかる場合は、原則とし

て世帯主を対象世帯名簿に記載するよう留意した。 

 

(2) オンライン回答画面の作成 

対象世帯が調査票への記入により回答する他、インターネットでも回答できるよう、オンライ

ン回答画面を作成した。対象世帯にとっては投函の必要がないことから、労力を軽減することが

でき、回収率の向上につながる。 

なお、オンライン回答画面では、他の対象世帯の回答画面にて回答されないよう、対象世帯ご

とに ID とパスワードを発行した。 

 

 

図 2.1.1 ID とパスワード入力画面 
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(3) 調査物品の準備 

令和 4 年 4 月からの調査開始に向け、調査員が配布する調査票等の調査物品の原稿の作成及び

印刷を行った。まず、調査員稼働により令和 4 年 2 月に調査協力依頼活動を行った。 

家庭 CO2統計は、原則として 12 ヶ月分の調査票（エネルギー使用量調査票）と属性調査票（夏

季票、冬季票）の全てを回収することで有効回答としている。そのため、今後 1 年間継続しても

らえるためにも、令和 3 年 5 月に最初の調査票となる 4 月票の回収を調査員が実施することで、

対象世帯と良好な関係を築けるよう、準備を進めた。 

調査協力依頼活動では、対象世帯に対して表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力

依頼活動時）の調査物品を配布するとともに、調査員に対しては、対象世帯の住所リストや業務

概要説明書、依頼活動説明書等を配布し、調査協力依頼活動がスムーズに進められるよう配慮し

た。 

 

表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力依頼活動時） 

調査物品 概要 
挨拶状（環境省） 環境省から対象世帯への依頼文書 

挨拶状（インテージリサーチ） 実査機関から対象世帯への依頼文書 

エネルギー使用量調査票（4月票） 例月票と区別するため水色の調査票とする 

エネルギー使用量調査票（5月票） 令和 3 年度調査の回収票と区別するため薄黄色の調査票とする 

回答の手引き（4 月票・例月票） 4 月票及び例月票の回答方法を、検針票等を用いて解説 

令和 2 年度調査のご紹介 令和 2 年度調査結果の紹介、対象世帯が協力した結果の活用事例 

インターネットコード表 オンライン回答の際の ID とパスワード（対象者ごとにユニーク） 

 

なお 4 月票の属性調査票の回収が重要となることから、調査員稼働による回収を令和 4 年 5 月

に、夏季票の回収を令和 4 年 9 月に、冬季票の回収を令和 5 年 3 月に、実施する予定である。 
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(4) 調査員への指示集会 

今後 1 年間の活動が円滑に進められるように、全国で調査員指示集会を開催した。1 年間に渡

る調査の流れを説明するとともに、依頼をかける際の手順について詳細な指示を行った。なお、

この指示集会に参加しなければ、本業務の調査員として認めないこととし、統計調査の質の確保

及び情報管理の徹底等を図った。 

緊急事態宣言期間は指示集会の開催を避け、会場選定においては、出席予定者の 2 倍以上の定

員となる広さの会議室を準備した。またマスク着用を必須とし、会場入り口に消毒液を置く、会

場入り口で検温する、などの対策を講じた。 

 

表 2.1.7 調査員指示集会の実施状況 

 

 

  

エリア 会場 日付 時間

沖縄県 那覇 2月11日（金） 10:00～12:30／13:30～16:00

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、山梨県、⾧野県

東京 2月15日（火） 10:30～13:00／14:00～16:30

静岡県 静岡 2月16日（水） 14:00～16:30

岡山県 岡山 2月16日（水） 14:00～16:30

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 大阪 2月17日（木） 10:00～12:30／13:30～16:00

岐阜県、愛知県、三重県 名古屋 2月17日（木） 10:00～12:30／13:30～16:00

福岡県、佐賀県、⾧崎県 福岡 2月18日（金） 14:00～16:30

熊本県 熊本 2月19日（土） 11:00～13:30

鳥取県、島根県 米子 2月21日（月） 14:00～16:30

宮崎県 宮崎 2月21日（月） 14:00～16:30

大分県 大分 2月21日（月） 13:00～15:30

北海道 札幌 2月22日（火） 13:00～15:30

広島県、山口県 広島 2月22日（火） 14:00～16:30

鹿児島県 鹿児島 2月22日（火） 13:00～15:30

新潟県 新潟 2月23日（水） 10:30～13:00

徳島県、香川県、高知県 高松 2月23日（水） 10:30～13:00

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 仙台 2月24日（木） 11:00～13:30

愛媛県 松山 2月24日（木） 13:00～15:30

富山県、石川県、福井県 金沢 2月26日（土） 11:00～13:30
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(5) 調査員による調査協力依頼 

(1)で作成した対象者世帯名簿（1 地点あたり 60 世帯）の中から 20 世帯への調査協力を得られ

るよう活動を行った。ただし、集計結果の精度を向上させるため、エネルギー消費量と相関の高

い世帯区分と住居区分については一定の基準をもって調査協力を得られるよう留意した。 

世帯区分では単身世帯 2 割、二人以上世帯 8 割の比率を確保し、住居区分については戸建また

は集合住宅の一方に偏ることなく、必ずいずれかを 3 割含むようにした。 

 

 

 
図 2.1.2 調査協力依頼における基準 

 

 

調査員から調査協力依頼を受けた対象世帯が自治体を通じて当該調査の実施状況について照会

がなされることがあるため、対象地点のある市区町村に対して、調査員が依頼活動を実施してい

ることを文書にて環境省より通達した。 
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2.2  調査の合理化・効率化の検討 

 

調査の合理化・効率化を進めるために、以下の５つの取組を検討した。 

 

表 2.2.1 調査の合理化・効率化に向けた取組 

(1) オンライン回答の推奨 オンライン回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネット

回答画面へアクセスする QR コードを掲載した。 

(2)委任状方式の実施 調査対象世帯から委任状を取得しエネルギー事業者（電力会社・都市ガ

ス会社）からエネルギー使用量データを受領する方法を、一部事業者で

導入。 

(3) Web 閲覧サービスの周知 対象世帯がエネルギー使用量を容易かつ正確に把握でき、調査継続が可

能となるよう、エネルギー事業者等の Web 閲覧サービスの普及を図った。 

(4)回答の手引きの拡充 インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネ

ット回答画面へアクセスする QR コードを掲載した。 

(5)調査票の改定  効率的に対象世帯の状況を把握できるよう調査票の改善・改定を行った。 

 

 

(1) オンライン回答の推奨 

インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネット回答画面へアクセ

スする QR コードを掲載した。 

 

図 2.2.1 インターネット回答画面への QRコード 
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(2) 委任状方式の実施 

委任状方式とは、調査世帯が自らの使用する電気使用量やガス使用量について、エネルギー供

給事業者が調査機関に提供するよう委任する方式である。委任状方式を実施する地方の選定にあ

たり、共通の委任状書式で実施できることや当該地方のガス会社の規模等を考慮し、四国地方に

て実施することとする。なお、ガス事業者の供給エリアを考慮し、四国地方の 27 地点中 14 地点

にて実施する。 

 

 

図 2.2.2 委任状方式の概要 

 

 

 

  

②委任状提出 ③情報照会

①委任の依頼 ④情報提供
⑤情報利用

調査世帯 調査機関 エネルギー供給事業者
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(3) Web 閲覧サービス利用の周知 

回答の手引きに電気小売事業者及びガス小売事業者の Web 閲覧サービスの URL を記載するこ

とでその活用を促進する。 

 

表 2.2.2 電力取扱い企業の Web 閲覧サービスの一例 
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表 2.2.3 ガス小売事業者の Web 閲覧サービス 

 

 

(4) 回答の手引きの拡充 

回答の手引きは、対象世帯が調査票の回答に困った際に参考にする資料であることから、わか

りやすいことが求められることから、デザイン性を考慮し、その視認性の向上を図った（参考資

料の「回答の手引き」参照）。 
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(5) 調査票の改定 

効率的に対象世帯の状況を把握できるよう調査票の改定を行った。 

＜4 月票 問 6＞ 

 

 

＜4 月票 問 7＞ 

 
 

 

＜4 月票_問 15 例月票_問 2＞※他、4 月票の問 17（例月票の問 4）のガスも同様 

 
  

「住宅の構造」を把握できるよう設問を追加する。 

住宅の建築時期で「2021（令和 3）年以降」を選択肢へ追加するとともに、選択肢を統合する。 

電気およびガスの検針日を削除する。 
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＜夏季票 問 2＞ ※他、夏季票の問 5 冷蔵庫、問 8 エアコンの製造時期も同様 

 
 

＜夏季票 問 17＞ 

 

テレビの種類で「ブラウン管」を廃止し、「有機 EL」を追加する。 

給湯器・給湯システムの設問文及び選択肢の文言を変更する。 

テレビ・冷蔵庫・エアコンの製造時期で「2021（令和 3）年以降」を追加し、選択肢を統合する。 



 18

3. 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

3.1 ニーズ把握の実施 

3.1.1 背景・目的・方法 

家庭 CO2統計を意義あるものとするためには、統計の利活用の進展・拡大が不可欠である。そ

のためには、調査項目が時とともに変化する利用者のニーズに即していることや、統計が利用し

易いものであることが重要となる。このような理由から、平成 27 年度業務では、全国試験調査の

公表に先立ち、エネルギー事業者、機器メーカー、自治体、研究機関等といった、統計の利用が

想定される主体を対象に、統計に対するニーズを把握する目的で、11 件の対面によるヒアリング

を実施した。また平成 29 年度業務では、その前年度に公表された全国試験調査の結果を紹介しな

がら、統計利用者として想定される地方自治体や研究者等を主な対象とした 12 件の対面による

ヒアリングを実施した。令和 2 年度業務では、これまでに調査票情報の二次利用の申請経験のあ

る研究者や、今後活用の期待される自治体を対象に計 6 件のヒアリングをオンラインにて実施し

た。 

今年度も引き続き、家庭 CO2統計の利用経験がある、もしくは今後利用が期待される主体に対

し、統計調査の概要や過年度調査で得られた結果等を紹介し、普段の業務における課題や家庭 CO2

統計に対するニーズを把握するとともに、統計の改善に資する意見・要望等を収集することを目

的とし、ヒアリング調査を計 5 件実施した。 

 

3.1.2 ヒアリング先 

＜研究者＞ 

 研究者 A（11/10 14:00～15:20 @オンライン会議） 

 研究者 B（11/17 14:00～15:30 @オンライン会議） 

＜新電力事業者＞ 

 新電力事業者 C（11/16 10:00～11:30 @オンライン会議） 

＜自治体＞ 

 自治体 D（11/11 10:00～11:00 ＠オンライン会議） 

 自治体 E（12/2 14:00～15:30 ＠オンライン会議） 

 

3.1.3 ヒアリング項目 

 普段の業務における課題、関心事等 

 従来利用している情報源とその課題 

 家庭 CO2統計を活用した理由（若しくは活用を検討した理由） 

 家庭 CO2統計の活用方法・活用成果（活用経験がある場合） 

 家庭 CO2統計の活用可能性（活用経験が無い場合） 

 家庭 CO2統計を活用した感想（活用経験がある場合） 

 家庭 CO2統計の調査項目についての意見・要望 

 家庭 CO2統計の調査設計（調査規模、地域区分）についての意見・要望 
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 家庭 CO2統計の公表（公表時期、資料内容、集計事項等）についての意見・要望 

 家庭 CO2統計の新規調査項目案についてのご意見（新電力事業者向けのヒアリング項目） 

 その他 

 

3.1.4 ヒアリング調査結果 

ヒアリング調査により得られた主な意見を以下に記す。 

(1) 研究者 

質問事項 回答内容 
普段の業務にお

ける課題、関心

事等 

研究者 A 
 エネルギー貧困を主たるテーマとして扱っているので、「省エネ」という

視点よりも、エネルギーを十分に消費できているか等の視点に立ってい

る。最も必要なのは所得に関する情報である。所得が大まかなカテゴリ

ーになっているのは望ましくない。できれば所得の実額があるとありが

たい。国際比較には実額が必要となる。 

研究者 B 
 石油需要の減少についてマクロな将来予測を行っている。対象は乗用車

だけでなく、貨物自動車も含めている。カーボンニュートラルに向けた

事業転換を検討しており、水素や電気自動車への電気供給、eFuel（合成

燃料など）、燃費の良いガソリンの検討を行っている。また、地方のガソ

リンスタンドの維持が難しいという課題がある。そのために交通流動を

把握できるデータを必要としている。 
 

従来利用してい

る情報源とその

課題 

研究者 A 
 家計調査、全国消費実態調査等の個票情報を利用しているが、いずれの

情報源も完全にはニーズを満たせていない。 
研究者 B 
 国交省の人口流動統計（OD 統計）、自動車燃料消費調査、総合エネルギ

ー統計といったマクロな統計情報を使用しているが、属性情報が得られ

ない。また、需要予測は経済活動とリンクしないと予測できない。 
 

家庭 CO2 統計

の活用理由およ

び活用方法 

研究者 A 
 常に使えそうなデータを確認しており、使えそうなものすべて試してい

るが、家計調査は 1 か月毎でサンプルが変わるので使いにくい。家庭 CO2

統計ではこの点が克服できている。評価手法開発を主たるテーマとして

いるので、利用できるものを可能な限り利用して手法を検討している。 
 エネルギーの格差・貧困に関する新しい指標の開発、および、それを用

いた世帯類型別、地域別、季節別の実証分析を行っている。 
研究者 B 
 エネルギー・資源学会からの案内で家庭 CO2統計を知った。モビリティ

の調査項目（自動車の種類や走行距離）があり、かつ家庭の情報もあっ

たため、興味が湧き、研究会に参加して調査票データを利用した。モビ

リティでは、エネルギー需要分析におけるエネルギー消費原単位に該当

するものが 1 世帯当たり走行距離であるため、走行距離のデータは貴重

である。 
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質問事項 回答内容 
 世帯属性別の自動車の使用状況の把握、世帯ごとの走行距離の推計等を

得るために活用している。 

家庭 CO2 統計

を活用した感想 
研究者 A 
 所得や世帯区分などの属性は十分であるとは言えないと感じた。サンプ

ル数の少なさも課題であると感じたので、サンプルが増えると望ましい。 
研究者 B 
 家計調査だと、都市ガスの消費量が得られないので、都市ガスの消費量

と金額の両方が得られるのは良い。 
 将来予測を行う場合にマクロデータとの接合が必要となる。情報源によ

ってはマクロデータとうまく合わない場合があるが、家庭 CO2統計のデ

ータは思ったよりは合ったという印象がある。 

 
調査事項への意

見・要望 
研究者 A 
 エネルギー貧困状態を客観的に把握するためには所得（支払い能力）の

数値回答が絶対に必要となる。 
 健康状態を把握できるようなデータも重要である。貧困層でエネルギー

を使えないことがどのような問題を引き起こしているかを捕捉すること

が大切である。健康状態を知る上では、例えば主観的には寒さ等、客観

的にはカビの発生状況など、調査項目に加えることも一案かもしれない。 
 客観的なデータだけでなく主観的なデータもあると良い。例えば、部屋

の温度を例にとった場合、「部屋を十分に暖かく保つことができている

か」というような主観的な質問があると良い。また、温熱環境への満足

度（我慢度合い）は把握できると良い。 
研究者 B 
 世帯収入のカテゴリーはもう少し細かくても良い。 
 エネルギー消費が消費支出に占める割合がわかると経済分析が容易にで

きるので、消費支出があると良い。 
 モビリティシフトの検討を行う際には、輸送需要の想定を行う。そのた

めには公共交通機関の利用状況やそのコスト（電車代、バス代等）、カー

シェアやタクシーなどの利用状況もわかると良い。東京におけるカーシ

ェアによる走行距離は輸送需要の 3～4%と推計された。今後も増えてい

くと想定されるため、無視できないと考えている。 
 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

研究者 A 
 所得（実額）、世帯区分（より扱いやすく）、地域区分（サンプル数）、健

康状態などが把握可能なデータがあると、貧困の観点からも考察が可能

であるので、そういったデータがあるとありがたい。 
研究者 C 
 調査設計には課題を感じていない。 
 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

研究者 A 
 公表情報は比較的取得しやすいと思っている。公表時期等は問題ない。 
 

その他 研究者 A 
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質問事項 回答内容 
 エネルギー貧困状況について、EU 等と比較した場合に日本がどのよう

な状況なのか確認できるようなデータが必要なのではないか。 
 低炭素エネルギーや再生可能エネルギーを貧困層に届ける施策が必要で

ある。生活保護等ではなく、エネルギーを供給するスキームやコミュニ

ティを設ける必要がある。また、エネルギーの過剰消費をどうするか等

の視点も重要である。 
研究者 B 
 R3 年度調査から調査事項となっているテレワークの有無は面白い。社会

情勢にすぐに対応できているのは良いと思う。 
 地方は温暖化対策として取り残されている印象がある。高齢者も含め、

地方でも腑に落ちる生活スタイルを提供してくれる政策を提案していた

だきたい。 
 

 

(2) 新電力事業者 

質問事項 回答内容 
普段の業務にお

ける課題、関心

事等 

 需要家の属性データが不足している。自社の顧客に対し、社内で保有で

きる属性情報には制限があり、分析に足る十分な情報を保有できない。 
 需要家のエネルギー消費の特徴の検討や、それと比較した当社需要家の

特徴の検討を行いたい。また、機器の使用や保有状況、在宅状況、外出

状況等も関心がある。 

 
従来利用してい

る情報源とその

課題 

 自社で保有する顧客データベースや外部から購入したHEMSデータを利

用している。 

 社内データは分布（地域、属性）の偏りに懸念がある。日本全体の母集

団の特徴、地域別の差異の判明が難しい。 
 属性関連データの不足で属性分析やセグメント別分析に限界を感じる。 
 これまではあまり公的統計を用いたことは無い。 
 

家庭 CO2 統計

の活用可能性 
 日本全体や地域別の特徴を確認できるのではないかと期待している。母

集団との比較により自社顧客の特徴を把握したい。 
 機器普及状況や都市ガスの普及割合などのデータは社内にはないので、

新たな商材の市場規模把握に活用できる。 
 

調査事項への意

見・要望 
 世帯主の職業データだけでもあるとありがたい。職業からライフスタイ

ルなどを推定できると考えている。 
 定量的なものだけではなく自由記述による定性的な設問があると良い。 
 電力会社や都市ガス会社のスイッチング状況や再エネメニューへの関心

状況も興味がある。 
 給湯器・給湯システムの選択肢にエコワン（ハイブリッド給湯）を追加

してはどうか。 
 

調査設計（調査

規模、地域区分）

 地域別のサンプルの偏りはないかが気になっている。 
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質問事項 回答内容 
への意見・要望 
公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

 不明や欠測となるデータの取り扱いが気になる。 

その他  再エネプランの契約状況は、平均的な電源構成であれば、サーチエンジ

ンで検索していただければ把握できるが、個別プランの電源構成につい

ては現時点では知見が無い。 
 再エネ契約者数やその推移は、当社は開示しておらず、新電力の業界団

体でもそのような動きはない。 
 

 

(3) 自治体 

質問事項 回答内容 
普段の業務にお

ける課題、関心

事等 

自治体 D 
 ナッジを用いた行動変容施策を実施するため、自治体ごとのベースライ

ンとなるデータが欲しい。 
 再エネの普及を促進するにあたり、住宅の屋根置きの太陽光発電に力点

を置いているが、そのポテンシャルが市内のどこにあるのかを把握した

い。 
 家庭のエネルギー消費量だけを捉えるだけでは足りないと考えている。

ライフスタイルやライフステージ別の脱炭素行動（消費行動・環境活動）

が地域にどう波及してゆくのかの検討を行いたい。ライフステージによ

ってエネルギー消費のしかたは異なるはずである。 

自治体 E 
 家庭部門の対策には難しさを感じている。当自治体では世帯当たりエネ

ルギー消費原単位は減少しているが、世帯数は増え続けており、家庭部

門の排出量が減少していない。カーボンニュートラルに向けて、家庭部

門の省エネ対策の負荷が大きくなっており、具体的にどの分野に対して

効果的な対策ができるかについて検討することが喫緊の課題となってい

る。 
 事業所やビルの省エネ対策を中心に行っているが、家庭向けには対策の

リスト（ハンドブック等）を提示することにとどまっている。 
 健康住宅の促進については重要な検討項目であると考えている。環境に

良いことが自分の効用として感じられないと行動に繋がらないと感じて

いる。 
 消費者の行動は家庭で完結するものではなく企業の行動にも影響してい

る。環境を意識した購買行動の実施も重要である。 
 

従来利用してい

る情報源とその

課題 

自治体 D 

 最新の家電製品のエネルギー消費構造を知りたい。エネ庁ポータルサイ

トで公表されている 2009 年のデータを使用しているが、最新の情報に更

新したものが欲しい。ｈ 
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質問事項 回答内容 
 
 

家庭 CO2 統計

の活用可能性 
自治体 D 
 世帯のエネルギー消費量のベースラインとなる値が欲しい。これまでは

個々に省エネ診断を受けているような世帯でないと、世帯の CO2排出量

は分からなかったが、そのような世帯はごく少数で、尚且つ自治体で把

握できるようなものでもなかった。家庭 CO2統計であれば、平均的な値

ではあるが、ベースラインを得られるのではないかと考えた。ただし、

自治体別値が得られなかったことが課題であった。 

 
家庭 CO2 統計

の活用理由およ

び活用方法 

自治体 E 
 家庭部門で、どのような方に対してどのような対策が実施可能かを検討

するために、昨年度から二次利用を行っている。今年度は経年的な分析

に加えて、前年度分析できなかった切り口での分析も検討している。若

者の環境意識が高いという点を考慮し、年齢別での切り口での分析も検

討している。 
 啓発資料の中で、二次利用申請で得た都内のデータを用いた分析結果を

使用した。 
 先ずは家庭 CO2 統計の公表の際に出されている資料編に掲載されてい

る図表の当自治体版を作成し、その特徴の検討をしている。 
 

家庭 CO2 統計

を活用した感想 
自治体 E 
 月別値が得られたことによって、季節変動によるエネルギー消費傾向を

把握できたことは非常に良かった。 
 データの手続きが面倒であった。取得までのやり取りに 3 か月以上かか

り、非常に手間がかかった。 
 どのような分析をすればよいのかわからないため、公表資料の資料編と

の比較を行っているが、量が多いため全てを把握できていない。家庭CO2

統計は宝の山なので、多くの自治体がその価値にうまく気付けると良い。 

 
調査事項への意

見・要望 
自治体 D 
 電力の契約状況は自治体では確認することが難しいため、再エネ電力の

使用状況を把握したい。 
 用途推計での「照明・家電製品等」というカテゴリーは粗いと感じてい

る。デジタル化に伴い、「家電」かどうかの線引きが難しい機器も増えて

きている。そういったものの普及がどのように影響しているのかが、「照

明・家電製品等」というカテゴリーではよくわからない。 
 経年トレンドでの世帯当たりエネルギー消費量の減少トレンドが、省エ

ネ行動によるものなのか、機器の高効率化によるものなのか、それとも

他の要因なのか、その点が示されているデータがあれば良い。 
 新たな家電の登場によりエネルギー消費構造が変わってきていると思

う。そのような時代の流れが捕捉できると良い。 
 脱炭素への意識に関する定性的な主観データがあっても良いのではない

か。 
 消費行動、特に環境配慮行動（環境配慮製品の購買状況など）に関する
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質問事項 回答内容 
調査項目があっても良いかもしれない。脱炭素ライフスタイルの推進に

おいては「消費」「住まい」「繋がり」が重要と整理している。このうち

「消費」は、国内の排出量への影響は小さいかもしれないが、サプライ

チェーンへの影響は大きいと思われる。 
自治体 E 
 家庭にどの程度の省エネ家電が普及しているか、いつ購入したものなの

か等について、所得別の傾向を捉えたデータがあるとよい。 
 住まい方についても、年収別の傾向や CO2排出量に与える影響等のデー

タがあると良い。 
 住宅のハード的なスペックも重要だが、機器の使い方等のソフト面の効

果が定量的に示されているとありがたい。 
 再生可能エネルギーへの転換率なども興味がある。 
 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

自治体 E 
 当自治体の調査世帯数がもっとあればなお良いと感じた。 
 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

自治体 D 
 1 世帯当たりの世帯人数が減少傾向にあり、単身世帯が増えている中で、

世帯当たりの排出量が減少傾向にあることだけを示すのはミスリードで

あると思う。公表資料では 1 人当たり排出量を示すべきではないか。 
 二次利用申請の手続きの煩雑さと情報入手までに要する時間が長いこと

により、申請を断念した。個票情報を利用して分析した結果を、とある

会議で使用したかったが、それに間に合わなかった。 
 参考資料で良いので、自治体別のデータが公開されていると使いやすい。

精度の面で課題があることは承知しているが、それを実際に使うか否か

の判断は自分たちでできる。自治体別値が得られないことについて、勿

体ないと感じている自治体も多いと思う。利用者側のリテラシーに任せ

た公表の仕方があっても良いのではないか。情報公開請求すれば開示さ

れるような情報を秘匿にする理由が分からない。 
 基礎自治体別値の公表は難しいだろうが、せめて都道府県別値が得られ

ると良い。現状の公表値だと、自分たちの努力が見えず、我が事とは感

じてもらえない。 
 世の中ではオープンデータ化の流れがある。誰でも使えるようにすれば、

面白いものが出てくるようになるのではないか。 
自治体 E 
 今後オープンデータ化やダッシュボードの活用が求められるのではない

か。特にダッシュボードを用いることでまだ見つかっていない切り口を

発見しやすくなるので検討いただけるとありがたい。 

 どのような切り口で説明すると人は行動に移すのかという観点が重要で

あると考えている。例えば住宅の築年数については、わからない住居者

もいるのではないか。そのような方々に築年数別の集計を示しても我が

事だとは感じられない。分かりやすい切り口（属性）からストーリーを

構築できると良い。 
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3.1.5 課題 

(1) 調査票情報の二次利用 

自治体からは、二次利用申請手続きが煩雑で手間と時間を要することに対し、改善の要望があ

った。普段の業務が多忙な方々にはハードルが高いものと考えられる。また自治体からは、調査

票情報のオープンデータ化についての要望もあったが、統計法に抵触するため、現状では不可能

である。一方で、エネルギー・資源学会で、調査票情報の二次利用ができる枠組みが用意されて

おり、当該学会関係者にとって、利用のハードルが大きく下がっている。 

 

(2) 調査項目 

以下の項目に対する要望があった。 

 

 所得（実額） 

 消費支出 

 健康状態に関する情報 

 温熱環境に対する満足度、我慢の状況 

 公共交通機関の利用状況およびその利用コスト 

 カーシェアリングの利用状況 

 世帯主の職業 

 電力会社のスイッチング状況 

 再生可能エネルギーを利用した電気の契約状況およびその関心度 

 環境配慮行動の実施状況 

 

家庭 CO2統計は、世帯別エネルギー消費量および CO2排出量を目的変数とした統計調査で、基

本的に、目的変数に対して一定の影響度を持つと考えられるものを説明変数として採用している。

今回得られた要望は必ずしも、世帯別エネルギー消費量および CO2排出量に主眼があるわけでは

ないものも含まれているため、調査の目的との整合性から検討する必要がある。また、非常に調

査難易度の高いものもあるため、実際に新規調査項目の候補として含めるべきかどうかの精査も

必要となる。 

 

(3) 調査設計・公表 

以下の要望があった。 

 

 昨年と同様に、自治体にとっては、自分たちの自治体の値が公表されることへの要望があっ

た。統計学的な正しさ・精緻さに問題があっても、その判断は利用者側に委ねる方が良いと

の意見もあった。 

 

上記意見については、家庭 CO2統計が政府統計である以上、統計学的な正しさ・精緻さを無視
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することはできず、利用者側にその点の判断を委ねることもできない。当面は都道府県別、自治

体別に推計する式を開発して提供することが現実的な提案になると考えられる。 
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3.2 e-Stat のデータベース化 

(1) e-stat データベースの使用目的 

政府統計のポータルサイト「e-Stat」上で、これまではエクセルファイルの約 700 の統計表を

掲載してきた。e-Stat データベースは、この統計表をデータベース形式で登録することで、e-Stat

上で、表頭・表側項目や対象地域を選択して、統計表を整表できるものである。 

 

(2) 今年度の業務範囲 

今年度、データベース化の対象として、平成 31 年度調査の全国版と地方版の全ての統計表のデ

ータベース登録を行った。 

 

(3) e-Stat データベースへの登録方法 

e-Stat データベースの登録は、データベースの登録メニューに加えて、エクセルマクロでの業

務支援ツールが、統計センターにより用意されている。これらの機能を組み合わせて、約 700 の

統計表の効率的な登録を行うことを念頭に、データベース設計と作業手順の定義を行った。 

 

＜データベースの設計＞ 

データベースの設計では、登録すべきデータの種別とそのパターンを整理し、登録に必要な

テーブル内容と構造を定義した。 

 登録すべきエクセルファイル数 

全国：第 1 表～第 7 表 67 表 ＝67 表 

10 地方：第 1 表～第 7 表 67 表 ＝670 表 ⇒全 737 表 

 表側のパターンを分析し、登録すべき表側テーブルを定義 

 表頭のパターンを分析し、登録すべき表頭テーブルを定義 

 地方区分、単位などの付帯情報を分析し、登録すべき欄外テーブルを定義 

 

＜データベース登録の作業手順＞ 

登録すべきテーブルの構成を踏まえて、作業手順を定義した。 

 全国版統計表で使用する分類事項テーブルの登録 

表側テーブル、表頭テーブル、単位テーブル 

 全国版の統計表ファイルの登録 

e-stat から DB 連携で自動設定 

 全国版の統計表分のデータベースの登録 

 全国版の統計表分のパラメータファイルの登録 

分類事項テーブルと統計表ファイル、データベースをつなぐパラメータを設定 

 全国版の統計表分のデータベースへのデータロード 

e-stat 上にデータベースが表示される 

 地方版統計表で使用する分類事項テーブルの登録 
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表側テーブル、表頭テーブル、単位テーブル 

 地方版の統計表ファイルの登録 

e-stat から DB 連携で自動設定 

 地方版の統計表分のデータベースの登録 

 地方版の統計表分のパラメータファイルの登録 

分類事項テーブルと統計表ファイル、データベースをつなぐパラメータを設定 

 地方版の統計表分のデータベースへのデータロード 

e-stat 上にデータベースが表示される 

 

(4) 登録データベースへの検査方法 

e-Stat データベースに登録したデータについて、以下の方法で検査を行った。 

 

＜全国版データベースの検査＞ 

 e-statに登録した全 67個のデータベースから、それぞれ全データをダウンロードし、

e-Stat に登録されている統計表エクセルと以下が一致しているかを確認した。 

 表頭の記載内容 

表側の記載内容 

単位 

任意の 1 列のすべてのデータ 

任意の 1 行のすべてのデータ 

 

＜地方版データベースの検査＞ 

 e-stat に登録した 67 表×10 地方＝670 個のデータベースから、1 地方につき 7 個程

度として 67 個のデータベースから、それぞれ全データをダウンロードし、e-Stat に

登録されている統計表エクセルと以下が一致しているかを確認した。 

 表頭の記載内容 

表側の記載内容 

単位 

任意の 1 列のすべてのデータ 

任意の 1 行のすべてのデータ 

 

(5) データベース登録作業の所用期間 

e-Stat データベースへの登録作業では、収録内容の分析から、データベース設計、登録作業、

検査で 7 ヶ月の期間を要した。 

 メタデータ分析：令和 3 年 7 月 

 データベース分析：令和 3 年 8 月 

 データベース設計：令和 3 年 9 月 
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 サンプル DB 作成：令和 3 年 10 月 

 環境省にてデータベース設計内容の確認：令和 3 年 10 月 

 全国版データベース収録：令和 3 年 11 月 

 全国版データベース検査：令和 3 年 12 月 

 地方版データベース収録：令和 3 年 1 月 

 地方版データベース検査：令和 3 年 1 月 
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